










Survey on support groups working on learning support, 



































年度で 66.7%、2006 年度で 84.2% と示した。2
つ目として、全国児童相談所所長会（2009）では、







































































































アンケート調査票を 31 ヵ所へ送付し、20 ヵ
所の団体から回答を得られ、回収率は全体で
64.5％であった。各団体の回収率は、学習支援










ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① 社会福祉法人 8 57.1 1 50.0 9 45.0
②一般/公益社団法人 3 21.4 3 15.0
③ ＮＰＯ法人 2 14.3 3 75.0 1 50.0 6 30.0
④地区社協 1 25.0 1 5.0
⑤⺠児協
⑥ 任意団体 1 7.1 1 5.0
⑦ 企業
⑧その他




運営経験年数では、3 年以上が 9 ヵ所（45.0%）、
1 年以上〜 2 年未満が 8 ヵ所（40.0%）、2 年以
上〜 3 年未満が 2 ヵ所（10.0%）、1 年未満が 1 ヵ
所であった。（表 2）
【表2】活動経験年数
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
 ① 1年未満 1 7.1 1 5.0
 ② 1年以上〜2年未満 5 35.7 2 50.0 1 50.0 8 40.0
③2年以上3年未満 1 7.1 1 25.0 2 10.0
 ④ 3年以上 7 50.0 1 25.0 1 50.0 9 45.0






















































ヵ所数 ％ ヵ所数 ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① 協働センター 7 50.0 7 35.0
②公⺠館等
③ 福祉施設 3 21.4 1 25.0 1 50.0 5 25.0
④ 小・中学校 1 7.1 1 5.0
⑤ ⺠家・⼀⼾建て 1 7.1 1 25.0 1 50.0 3 15.0
⑥ 店舗 2 50.0 2 10.0
⑦ その他※ 4 28.6 1 25.0 5 25.0













2018 年度の開催回数を見ると、40 回〜 50 回
が 8 ヵ所（40.0%）と最も多く、次は 10 回〜
20 回（30.0%）、50 回〜 60 回（15.0%）であった。
また、10 回未満、100 回や 478 回という団体も
各 1 ヵ所あり、どれも学習支援であった。（表 7）
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① 定期開催(週） 11 78.6 1 50.0 12 60.0
②定期開催（月） 3 21.4 4 100.0 1 50.0 8 40.0
③ ⻑期休み 1 50.0 1 5.0
子ども食堂(n=4) 居場所(n=2) 合計(n=20)学習支援(n=14)
【表6】開催状況（複数回答）
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
10回未満 1 7.1 1 5.0
10〜20回 1 7.1 4 100.0 1 50.0 6 30.0
20〜30回
40〜50回 8 57.1 8 40.0
50〜60回 2 14.3 1 50.0 3 15.0
60〜99回
100 回 1 7.1 1 5.0
478回 1 7.1 1 5.0





2018 年度の参加者全体の延べ人数は 6,774 人












人数 % 人数 ％ 人数 ％ ヵ所数 ％
①乳児 22 1.6 22 0.3
②幼児 208 14.8 13 5.2 221 3.3
③小学(低） 479 9.4 300 21.3 79 31.7 858 12.7
④小学(高） 2,343 45.8 470 33.4 157 63.1 2,970 43.8
⑤中学 2,277 44.5 22 1.6 2,299 33.9
⑥高校 17 0.3 17 0.3
⑦親・大人 387 27.5 387 5.7
⑧その他
計 5,116 100.0 1,409 100.0 249 100.0 6,774 100.0
学習支援(n=14) 居場所(n=2) 合計(n=20)子ども食堂(n=4)
【表8】参加者の延べ人数と年齢階層

















ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① チラシ 10 71.4 3 75.0 1 50.0 14 70.0
② HP 2 14.3 2 10.0
③ SNS 1 25.0 1 5.0
④ クチコミ 4 28.6 3 75.0 1 50.0 8 40.0
⑤ 関係機関の紹介 10 71.4 1 50.0 11 55.0












ヵ所数 % ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① いる 13 92.9 3 75.0 1 50.0 17 85.0
② いない 1 7.1 1 25.0 1 50.0 3 15.0




















































ヵ所数 ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① ある 9 64.3 2 50.0 1 50.0 12 60.0
② ない 3 21.4 1 25.0 4 20.0
③ 無答 2 14.3 1 25.0 1 50.0 4 20.0
計 14 100.0 4 100.0 2 100.0 20 100.0
学習支援(n=14) 子ども食堂(n=4) 居場所(n=2) 合計(n=20)
【表13】他機関等への相談経験
ヵ所数 ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
①家庭児童相談室 1 11.1 1 8.3
② 児童相談所 1 11.1 1 8.3
③学校 3 33.3 3 25.0
④⺠⽣委員 4 33.4 1 100.0 5 41.7
⑤SC 3 33.3 3 25.0
⑥社協 3 33.3 1 50.0 4 33.3
⑦その他※ 4 44.4 1 50.0 5 41.7
※SSW（3）、外国人支援員、医療機関、精神保健福祉士、弁護士









ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
①相談したい 9 64.3 2 50.0 2 100.0 13 65.0
②相談したくない 3 21.4 1 25.0 4 20.0
③わからない
無答 2 14.3 1 25.0 3 15.0







SSW を 9 ヵ所があげていた。民生委員と SC は、
それぞれ 8 ヵ所（40.0%）、社協を 3 ヵ所（15.0%）
であげていた。（表 16）
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
①家庭児童相談室 7 50.0 1 25.0 1 50.0 9 45.0
② 児童相談所 8 57.1 1 50.0 9 45.0
③学校 10 71.4 1 25.0 1 50.0 12 60.0
④⺠⽣委員 7 50.0 1 50.0 8 40.0
⑤SC 6 42.9 1 25.0 1 50.0 8 40.0
⑥社協 1 7.1 1 25.0 1 50.0 3 15.0
⑦その他※ 8 57.1 1 25.0 2 100.0 11 55.0
※SSW(9)、外国人支援員、精神保健福祉士




スタッフ数では、6 〜 10 名が 9 ヵ所（45.0%）
で最も多く、次に 2 〜 5 名が 6 ヵ所（30.0%）、
11 名以上が 3 ヵ所（15.0%）、1 名で家庭訪問を
して学習支援を行っている所が 1 ヵ所（5.0%）
あった。（表 17）
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
①1名 1 7.1 1 5.0
②2〜５名 3 21.4 2 50.0 1 50.0 6 30.0
③6〜10名 7 50.0 1 25.0 1 50.0 9 45.0
④11名以上 2 14.3 1 25.0 3 15.0
⑤無答 1 7.1 1 5.0








士が 3 ヵ所（15.0%）、保健師が 1 ヵ所（5.0%）
の順であげられていた。（表 18）
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
①保育士 3 21.4 1 25.0 4 20.0
②幼稚園教諭 2 14.3 2 50.0 4 20.0
③教員 9 64.3 2 50.0 1 50.0 12 60.0
④保健師 1 7.1 1 5.0
⑤心理士 3 21.4 3 15.0
⑥社会福祉の資格 5 35.7 1 50.0 6 30.0
⑦その他※ 2 14.3 2 50.0 4 20.0








シが 11 ヵ所（55.0%）、HP が 8 ヵ所（40.0%）、
関 係 機 関 の 紹 介 が 6 ヵ 所（30.0%） だ っ た。
SNS をあげる団体はなかった。（表 19）
ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％ ヵ所数 ％
① チラシ 9 64.3 2 50.0 11 55.0
② HP 8 57.1 8 40.0
③ SNS
④ 口コミ 10 71.4 4 100.0 14 70.0
⑤ 関係機関の紹介 4 28.6 2 100.0 6 30.0
⑥ その他※ 5 35.7 1 25.0 1 50.0 7 35.0










































































































































活動経験年数では、3 年以上と 3 年未満で約
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本研究は、2019 年度聖隷クリストファー大
学共同研究費によって行った。
